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　論　説

高齢者介護組織の経営に関する理論的枠組の導出

深　　山　　誠　　也

Ⅰ　はじめに

本稿は，わが国の高齢者介護サービスを提供する社会福祉法人（以下，高齢

者介護組織）の経営を分析するための理論的枠組を導出することを目的として

いる。

本稿では，以下のように，議論を展開する。第 1に，わが国の高齢者介護組

織を対象に行なわれてきた先行研究を検討し，従来の研究では高齢者介護組織

の経営について組織レベルの包括的な分析がされていないことを明らかにする。

第２に，経営学において主に営利企業を対象に行なわれてきた，組織レベルの

包括的な分析に関わるこれまでの研究を整理・検討する。この整理・検討を通

じて，わが国の高齢者介護組織の経営を分析するために，理論的枠組としてど

のような要素およびその要素間の関係性に注目する必要があるかを提示する。

Ⅱ　わが国の高齢者介護組織の経営に関する先行研究

わが国の高齢者介護組織に関する研究について主に扱ってきたのは，社会福

祉学の社会福祉運営管理論，より具体的にはソーシャル・アドミニストレー

ション論やソーシャル・マネジメント論1であった。それら社会福祉運営管理

論において経営的側面が注目され始めたのは，社会福祉運営管理論が比較的進
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んでいるとされている米国においても1990年代になってからである2。その背景

として，まず社会福祉学の視点から，我が国の高齢者介護組織の経営を扱った

研究について検討する。

わが国の高齢者介護組織の経営に関する多数の研究は，職員の離職やストレ

ス等，すなわち人的資源管理に注目している。リーダーシップ，職務満足，ス

トレス等の間の相互関係に関する多くの研究成果が蓄積されてきた。例えば，

リーダーシップに関しては，上司からの業務遂行に対する支援，またはチーム

ワークの形成に対する支援が取りあげられ，リーダーシップ行動，職務満足，

ストレスの間の相互関係が分析されている（大和，2010；笠原，2001）。また，

多くの研究によれば，上述の 2つのリーダーシップ行動の組み合わせが有効で

あることが指摘されている（原野・桐野・藤井・谷口，2009；蘇・岡田・白澤，

2007；中野，2007；畦地・小野寺・遠藤，2006）。

さらに他の研究は，職員の職務満足に関連する変数として，コミットメント

を取りあげている（谷口・原野・桐野・藤井，2010；原野・桐野・藤井・谷口，

2009）。これらの研究は，職場への情緒的な愛着が，チームで介護を行う際に

必要な良好な人間関係の構築につながることを示している。

このように，研究者や現場に近い実務家の関心は，主に職員の離職，ストレ

ス，職務満足の 3つにある。この3つを改善するためには，より良い人間関係

の構築が重要であることが示唆されている。

しかし，わが国の高齢者介護組織の経営に関する研究では，組織レベルを対

象とした包括的研究は見当たらなかった。例えば，高齢者介護組織がいかにし

て高齢者介護サービスを提供するかなどの経営方針を示す，競争戦略はほとん

ど取りあげられてこなかった。

例外的に，角谷（2011）と須田・浅川（2004）は，高齢者介護組織に関して競

争戦略を取りあげた数少ない研究である。このうち角谷（2011）は，介護サー

ビスの質を高める際の①競争戦略の明確化と②競争戦略に対応した組織特性の

構築の重要性を指摘している。しかし，高齢者介護組織では，どのような競争

2	 茨城（2000），p.	95。
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戦略が展開されるのか，そしてその競争戦略に対応する組織特性は何かに関し

て，明らかにしていない。

須田・浅川（2004）は，特別養護老人ホームの施設長へのインタビュー調査

より，介護保険制度の導入による環境変化をどのように認識したのかとともに，

どのように対応したのかを明らかにした。しかし，この環境認識と対応の間に

どのような関係が存在するのかについては，必ずしも明らかにしていない。

他方，わが国の高齢者介護組織の経営に関して，ユニットケア3を採用する

組織に適した組織特性を探る研究が行われるようになった（種橋，2007；張・

黒田，2008；鈴木，2007，2009；等）。ユニットケアとは，小規模ケアを行うこ

とにより，利用者一人一人に合わせた介護をするための方法である。このため，

サービスの質を重視する組織の場合，ユニットケアはより積極的に採用される

と考えられる。これらの研究は，サービスの質を重視する戦略を採用している

組織の組織特性に関して多くの示唆を含んでいる。

ユニットケアを採用する組織に適した組織特性に関しては，以下の 3点が明

らかにされている。（1）「職員の研修を個々の力量に応じ体系的・計画的に行っ

ている」程度，および「職員が各計画の策定に参加する機会がある」程度が高

い4。（2）「仕事のペースを自分で調整できる」程度と「必要な時に自ら仕事の

手順や方法を変更できる」程度が高い5。（3）「介護方針の未徹底」と「ユニッ

トケアの実践」との間に負の相関関係がある6。これらの研究は決して包括的に

なされているわけではないが，ユニットケアを採用する組織の場合，低い公式

化，高い専門化，高い分権化，高い組織同一化の組織特性を展開していること

が示唆されている。

このように，社会福祉学における，わが国の高齢者介護組織の経営に関する

研究では，個人レベルを対象とした研究がほとんどである。例外的に組織レベ

3	 ユニットケアを行うことによって①利用者の主体性を尊重する，②認知症高齢者の介護
の質を向上させることができるなど，施設ケアの質が高まるといわれている（高橋，2001）。
4	 張・黒田（2008）。
5	 鈴木（2007）。
6	 種橋（2007）。種橋（2007）は，ユニットケアに適合的な組織特性の分析ではなく，個
別ケアを行う上での阻害要因の分析を行っている。
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ルを対象とした研究も，十分に包括的な分析がされているとはいえない。

次に，経営学の視点からわが国の高齢者介護組織の経営を扱った研究につ

いて検討する。経営学の視点からわが国の高齢者介護組織を扱った研究はほと

んどない。例外的な研究として，関口（2005）と安藤・杉原（2011）がある。

関口（2005）は，高齢者介護の先進事例として尼崎老人福祉会を対象とする

事例分析を行い，そのマネジメントの特徴の解明を試みた。尼崎老人福祉会は

高齢者の尊厳を守るケアの追求，地域における福祉のまちづくり，福祉実践の

課題と成果の社会への発信を 3つの柱にして取り組み，21世紀の福祉社会をつ

くるフロントランナーとして大きな組織成果をあげてきた。彼は，経営戦略と

マネジメントと人的資源に注目し，尼崎老人福祉会の高い組織成果を説明した。

経営戦略に関しては，「価値観に基づく実践」等が挙げられている。尼崎老人

福祉会では，高齢者介護における問題を直視し，「人権を守る」と「民主的な

運営」という価値観を確立した。マネジメントに関しては，「方針と総括」等

が挙げられている。価値観に基づき，行動指針へと具体化し実践するため，第

一線の管理責任者の階層において，法人の理念と価値観に照らした議論に基づ

き事業計画の立案がきっちりと行われ，その方針と目標にしたがった総括を徹

底している。人的資源に関しては，「イニシアティブ・コミットメント」等が

挙げられている。現場職員には，意識的に挑戦する「場」づくりを心がけてき

た。学会や研究会等に積極的に参加させ，喜楽苑の事例や研究成果を発表させ

ている。

安藤・杉原（2011）は，社会福祉法人X会（仮名）における組織アンラーニ

ング（学習棄却）の事例を詳細に分析・考察することを通じて，トップのイニ

シアティブによる組織アンラーニングの成立メカニズムの解明を試みた。彼女

らは，X会において，一般職員，管理職，理事長と理事の 3つの階層が段階的

に旧体制における組織価値およびルーティン，メンタルモデルを棄却して，大

規模な組織アンラーニングを成功させたことを確認した。しかも，理事長や理

事が組織アンラーニングの牽引者となった第 1フェーズでは，組織アンラーニ

ングを実際に行った当事者は一般職員であったが，以降のフェーズの組織アン

ラーニングの当事者は徐々に組織のより上位層に移り変わっていった。また，
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X会の組織アンラーニングはところどころで足踏みしていることが確認された。

このような足踏みが生じる理由を，組織内に存在する層内（例：一般職員間）

での学習棄却の程度のバラツキや，直接の上位層の学習棄却の程度が階層より

下回る形でのギャップに直面し，それらを一つひとつ解決する必要があった。

関口（2005）は，経営戦略の策定・実行や職員のコミットメントに注目して

いるものの，組織構造や組織プロセス等についてほとんど考慮されていない点

や高齢者介護組織が変化するプロセスについて示されていない点で限界がある。

安藤・杉原（2011）は，組織アンラーニングに注目することにより，高齢者介

護組織の旧体制から新体制へとルーティンやメンタルモデルがどのように変化

したのかを明らかにしているものの，いかなる経営戦略と組織特性が組織成果

を高めるのかについては注目されていないという点で限界がある。したがって，

これらの経営学における我が国の高齢者介護組織を対象とした研究においては，

いかなる経営戦略や組織特性が有効であり，そのような特徴をいかにして形成

するかについては十分に明らかになっていない。

以上のように，わが国の高齢者介護組織の経営に関する研究では，社会福

祉学および経営学の両面から，経営戦略や組織特性など組織レベルの包括的な

分析は十分に行われてこなかった。

Ⅲ　組織レベルの包括的な研究についての整理・検討

経営学では，主に営利企業を対象として，組織レベルの包括的な分析が行わ

れてきた。組織レベルの包括的な分析に関する先行研究では，主に企業の業績

が何によって規定されるのか，企業の経営戦略が何によって影響されるのかに

ついて研究が行われてきた。以下では，これらの組織レベルの包括的研究をコ

ンティンジェンシー・アプローチ，内部適合アプローチ，ビジネスシステム・

アプローチに分類して，整理・検討する。

１. コンティンジェンシー・アプローチ

コンティンジェンシー・アプローチは，環境と組織特性の適合あるいは環境
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と競争戦略の適合によって高業績がもたらされると主張した研究である。コン

ティンジェンシー・アプローチに該当する研究には，組織論における状況適

合理論と戦略論における SCPモデルが含まれる。状況適合理論では，「環境状

況に適合した組織が高業績を獲得する」という仮説的命題にもとづき，「環境

　組織特性　組織成果」の関係について実証的な解明が行われてきた。他方，

SCP モデルは，産業組織論のモデルを用いて，「環境　競争戦略　組織成果」

の関係について検討がされてきた。

状況適合理論の代表的な研究としては，Burns	and	Stalker（1961）やLawrence		

and	Lorsch（1977）等があげられる。彼らの一連の研究は，（1）環境の諸特

性と組織の内部特性（組織構造，組織プロセスおよび成員の態度）との間に

適合あるいは不適合関係が存在すること，および（2）環境状況が異なる場合，

有効な組織の内部特性は異なることを明らかにしてきた。特に，Burns	and	

Stalker	（1961）	は，安定的な環境の場合，機械的マネジメント・システムが有

効であり，不安定な環境の場合，有機的マネジメント・システムが有効である

ことを明らかにした。機械的マネジメント・システムおよび機械的マネジメン

ト・システムの主な特徴は，表 1の通りである。これら初期の状況適合理論は，

主に環境　組織特性　組織成果間の関係に注目したものである。

SCP モデルの代表的な研究としては，Porter（1980）があげられる。SCP と

は，「Structure（市場構造）　	Conduct（市場行動）	　Performance（組織成果）」

の頭文字である。彼が SCP モデルを通じて提示した基本的な命題は，市場の

表１　機械的マネジメント・システムと有機的マネジメント・システム

機械的マネジメント・システム 有機的マネジメント・システム
公式化 高い 低い
専門化 低い 高い
分権化 低い 高い
リーダーシップ タスク志向的 集団維持的
コミュニケーション 垂直的 水平的
同一化 低い 高い

（出所）：Burns	and	Stalker（1961），pp.	120-122;	Hage（1972）,	p.	216;	Zaltman，Duncan	and	
Holbek（1973），p.	131;	野中（1983），pp.	34-35を参考に，筆者作成。
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業界構造は市場行動を規定し，売り手と買い手の市場行動が市場パフォーマン

スを規定するというものである。彼は，産業組織論のモデルを戦略論に持ち込

んで，競争戦略の策定に関する議論を展開した。これは，5つの競争要因に注

目し産業構造分析を行うことを通じて，企業にとってより望ましい投資利益を

あげられる市場を探し出し，そのための基本戦略のいずれかを選択し，追求し

なければならないということを示したものであった。さらに，彼は，差別化戦

略，コスト・リーダーシップ戦略，集中戦略の 3つの基本戦略を提示した。彼

は，業界内で平均以上の組織成果をあげるためには，これら 3つの基本戦略の

いずれか1つを追求しなければならず，基本戦略をいずれをも実行できないよ

うな企業は，窮地に立たされる（stuck	in	the	middle）と主張した。

繰り返しになるが，状況適合理論と SCP モデルは，環境と組織特性の適合

あるいは環境と経営戦略の適合が高業績をもたらすことを主張している。しか

し，これらのコンティンジェンシー・アプローチの研究は，環境決定論的な考

え方であるという批判を受けてきた（Child，1972）。そこで環境決定論から脱

するために，組織の内部特性と環境とを媒介する意思決定者の重要性が強調さ

れるようになった。

２. 内部適合アプローチ

内部適合アプローチを用いた研究では，戦略と組織特性との関係を中心とする，

組織の内部要因間の適合の必要性が長らく主張されてきた（Chandler,	1962;	

Nadler	and	Tushman,	1997;	等）。内部適合に注目する研究は，Chandler	（1962）

によって提起された「戦略（Strategy）　組織構造（Strucuture）　組織成果	

（Performance）」のSSPモデルに基づき研究がなされてきた。Chandler	（1962）

は，内部資源の蓄積と配置によって作られた成長戦略の違いが，職能制組織や

事業部制組織という組織構造の違いを引き起こすことを示し，この戦略と組織

構造の適合が高い業績をもたらすことを示唆した。Chandler によって提示さ

れた「組織構造は戦略に従う」という命題は，多くの研究（Miles	and	Snow,	

1978;	Galbraith	and	Nathanson,	1978;	Amburgey	and	Dacin,	1994;	Zott	and	

Amit,	2008;	Galan	and	Sanchez-Bueno,	2009; 等）の基礎となった。Miles	and	
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Snow（1978）他は，コンティンジェンシー理論を発展させ，環境を選択できる

組織の主体性を主張する研究として，ネオ・コンティンジェンシー理論7と呼

ばれた。SCP モデルを提示した Porter（1980,	1985）も，持続的な競争優位を

確保することを目的とし，そのための方法論として価値連鎖の概念を用いて

論じている。Porter は競争戦略によって獲得した競争優位を維持するために，

組織内に整合性がなければならないと主張した。Porter（1980）は，競争戦略

に適した組織特性を部分的に提示した。彼の言及に従えば，前述した基本戦略

のうち差別化戦略とコスト・リーダーシップ戦略が実行されるそれぞれの場合，

有効な組織特性は次のように示唆される。すなわち，差別化戦略の場合には有

機的マネジメント・システムが有効であり，コスト・リーダーシップ戦略の場

合には機械的マネジメント・システムが有効である。

また，Chandler の命題によって，Mintzberg（1979）の「コンフィギュレー

ション」の研究やMiller（1981）の「ゲシュタルト」の研究が導かれ，複雑な	

相互依存性による適合の形成が目指されるようになっていった（Bletner,	

Chaddad	and	Bettis,	2012）。Miller（1981）他の研究は，コンフィギュレーショ

ン・スクールとも呼ばれている（Mintzberg,	Ahlstrand	and	Lampel,	1998）。

環境決定論的なコンティンジェンシー・アプローチ（環境　経営戦略または

組織特性　組織成果）も，経営戦略と組織特性間の関係に注目した内部適合ア

プローチ（経営戦略　組織特性　組織成果）も，多元的適合という点では同じ

であり，環境　経営戦略　組織特性　組織成果（ESSP）モデルへと拡張するこ

とができる（岸田，2009）。

しかし，環境，経営戦略，組織特性，組織成果の間の関係については必ずし

も一貫した結果が得られているわけではない。例えば，経営戦略への外部環

境の影響については一貫した結果は得られていない（Nandakumar,	Ghobadian	

and	O’Regan,	2010;	Lee	and	Miller，1996）。Porter（1980，1985）は，コスト・

リーダーシップ戦略や差別化戦略は広範囲の市場や業界において適用される

と主張し，Miles	and	Snow（1978）や Snow	and	Hrebiniak（1980）,	Hrebiniak	

7	 Miles	and	Snow	（1978），pp.	260-261。
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and	Snow（1980）は，環境不確実性とはほぼ独立して戦略類型が選択される

ことを主張している。Jauch,	Osborn	and	Glueck（1980）や Prescott（1986）	

は，環境と経営戦略の間に有意な関係はないと主張する。他方，Nandakumar	

et	al.	（2010）,	Lee	and	Miller	（1996）,	Miller	（1988，1991）,	Hambrick（1983）は，

環境によって採用される経営戦略が異なることを主張している。Nandakumar	

et	al.	（2010）等は，総じて環境不確実性が低い場合には，コスト・リーダーシッ

プ戦略が採用され，環境不確実性が高い場合には，差別化戦略が採用されるこ

とが主張されている。さらに，Beal（2000）は，コスト・リーダーシップ戦略

と差別化戦略を統合した戦略を採用している企業は，広範囲にわたる環境の調

査が必要であることが示されており，その環境不確実性は高いと示唆されている。

３. ビジネスシステム・アプローチ

ビジネスシステム・アプローチは，主に組織内の活動間あるいは活動と資

源間の関係に注目した研究である。近年では，戦略論において，企業にお

ける活動間の適合に関する研究（Porter,	1996;	Levinthal,	1997;	Rivkin,	2000;	

Siggelkow,	2002;	根来，2004;	Zhao,	2006;	Peteraf	and	Reed,	2007）が増加して

いる。これらの研究では，企業における活動間の適合が組織成果の違いの主要

因であると認識されている（Lenox,	Rockart	and	Lewin,	2010）。

例えば，Porter（1996）は，サウスウェスト航空を例として挙げ，「競争優位

は，同社の活動がお互いにフィットし強めあう状況から生まれている8」ことを

示している。彼は，この活動間の関係を活動システム・マップによって記述し

ている。活動システム・マップでは，要素同士が互いに原因や結果となり，「因

果関係が何度も繰り返され，相互に依存しながら強化し合う9」形で表される。

Rivkin（2000）は，企業の各活動を可能な限り強固に結び付けるつながりを作

りあげる，すなわち活動間の適合を作りあげることにより，他の企業の模倣可

能性を減少させることを主張した。

Porter の活動システム・マップという考え方とそれを支える資源とを結び

8	 Porter（1996），p.	99。
9	 根来（2005），p.	248。
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付けることによって，理論的枠組を多面的に拡張することが可能である（井上，

2006b）。活動マップの基本要素は一つひとつの活動である。それぞれの活動

は，それ自体を可能にする資源に支えられている。

Porter（1998）とは異なり，活動と資源をあまり厳密に区分しない研究もあ

る。たとえば，Barney（2004）の VRIO 分析は，デルやウォルマートの資源そ

のものではなく，これらの会社のバリューチェーンの活動についての分析を

行っている。Porter（1998）は，活動システムのマッピングに，活動以外の構

成要素を含めて記述している。活動と資源とは表裏一体であるため，どちらか

一方を評価すれば双方を捉えたことになると考えられているのかもしれない

（井上，2006b）。

しかし，業務としての活動と資源の区別が理論的に重要であることは，近年

の研究によって明らかにされている。論者によって用語の使い方は異なるが，

個別の資源と，それらを活用する組織能力や組織ルーティンとに区別する研究

も少なくない（Collis	and	Montgomery,	1998;	等）。根来（2005）は，ITと競争

戦略の研究において，活動と資源の区別をベースに，さまざま理論的知見を組

み合わせた理論的枠組を提示している。

Christensen	and	Raynor（2003）は，広義の組織能力を資源とプロセスと価

値基準の 3つに分類している。彼らが取りあげるプロセスは，資源のインプッ

トの変換方法を示しており，他の研究者の狭義の組織能力や組織ルーティンの

概念と類似している。彼らによって示されたように，企業がいかにして価値を

創造するのかに関しては，いかなる価値基準と活動と資源の要素が用いられて，

その要素間にいかなる関係があるかを示すことによって説明可能である。

しかし，高齢者介護組織の場合，この 3つ（価値基準，活動，資源）に注目

するだけでは不十分である。高齢者介護サービスが提供される場合，介護保険

制度や社会福祉法など多くの法制度の影響を受ける。高齢者介護サービスを提

供するために必要な資源，特に資金が介護報酬として提供されるからである。

組織を制度に適合させることによって，高齢者介護組織は，制度から正当性を

獲得することができる。これは，組織が制度に対して受動的に反応する側面で

ある。
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他方，組織が制度をつくりだすという側面も存在する。この場合の制度とは，

介護保険制度などの法制度ではなく，地域住民からの支持などステークホル

ダーからの期待・制約である。組織が能動的に行動し地域住民すなわちステー

クホルダーの認識を変えることによって，正当性を獲得しやすい外部環境をつ

くりだすことができる。

Moore（2000）は，ミッション・価値基準，業務能力，外部からの支援・正

当性の 3つの要素，すなわち戦略トライアングルの組み合わせによって，戦略

に関わる問題を解決できると主張している（図 1）。以下，構成する 3つの要

素について簡単に説明を加える。

ミッション・価値基準とは，組織が進むべき方向を示し，組織の存在理由で

ある。業務能力とは，望ましい結果を達成するためのノウハウや能力である。

外部からの支援・正当性とは，価値基準を追求するために必要な支援である。

組織は，自身の価値基準の重要性を自らのみで判断するだけでは不十分であり，

必要な財務資源や権限を持った他者によって判断される必要がある。これら 3

つの要素を全て揃えることは戦略的問題である。

このMoore（2000）の理論的枠組は，公組織がいかに公的な価値を提供する

図１　戦略トライアングル

（出所）：Moore	（2000），p.	197

支援・
正当性

価値
基準

業務
能力
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かを捉えるために構築されたものである。なお，Lindenberg（2001）は，この

理論的枠組が非営利組織に適用可能であることを示している。高齢者介護組織

の場合，資源獲得のために制度から正当性を獲得することは非常に重要である。

そのためには，Moore（2000）の外部からの支援・正当性という考え方を理論

的枠組に取り入れる必要がある。

Porter（1996）が活動システム・マップを用いて，SCP モデルによる説明を

補完したように，ビジネスシステム・アプローチの考え方は，コンティンジェ

ンシー・アプローチの考え方を補完する役割を果たしている。ビジネスシステ

ム・アプローチには，資源ベース理論（Wernerfelt,	1984;	Barney,	1991;	伊丹，

2012）の考え方が含まれている。Rumelt（1984，2011）は，資源と能力の束の

重要性を指摘するとともに，1つひとつの単位が個別に運営されていると，シ

ステム全体は十分な機能を発揮できないことを指摘している。資源ベース理論

では，模倣可能性，独自性，柔軟性などの特定の資源特性がコスト・リーダー

シップ等の特定の競争戦略を促進するもの，あるいは持続可能な競争優位に貢

献するものとしてとらえている。

実証研究でも，資源ベース理論は適合の概念や補完性と結び付けられている。

例えば，Carmeli	and	Tisher（2004）は，イスラエルの地方自治体である263団

体への定量研究によって，一連の無形資源やその間の相互作用が組織業績に重

要であることを示した。Collis	and	Montgomery（1998）は，有効な経営戦略

には，ビジョン，目的と目標，資源セット，事業群，組織構造・システム・プ

ロセスの各要素が互いに依存し，支え合い，互いに補強しあうように機能す

る必要があると指摘する。このような状態にあるとき，内的一貫性（internal	

consistency）が確保される。この内的一貫性は，「いかに統合されたシステム

から価値を創造するか」ということを表すビジョンが第一の基礎となる。この

ビジョンがもとになり，「個々の要素の機能上の質」や「直近の目的と目標」

だけでなく，「個々の要素をまたがる連結」が次に必要となる。ここでいう要

素間の連結とは，「企業の資源セットと事業群の間の適合」，「事業群と組織構

造・システム・プロセスの間の適合」，「組織構造・システム・プロセスと企業

の資源セットのあいだの適合」である。つまり，有効な戦略には内部適合が



13高齢者介護組織の経営に関する理論的枠組の導出

必要であると主張されている。Zatzick,	Moliterno	and	Fang（2012）は，コス

ト・リーダーシップの市場ポジションを志向する活動システムに全体品質管理

（TQM）の手法を組み入れることによって，業績を高めることができることを

示している。彼らの研究もまた，組織の内部適合が業績を高めることに有効で

あることを示した。

組織を活動または相互に関連するシステムと概念化することで，Siggelkow	

（2002）によって示されるように，「企業の活動，方針，構造，資源のような組

織要素は，複雑なシステムまたはコンフィギュレーションを形成する10」とみ

なすことができる。

４. 組織レベルの包括的研究の要約と高齢者介護組織への応用

以上の議論を要約すると，組織レベルの包括的研究は，コンティンジェン

シー・アプローチと内部適合アプローチとビジネスシステム・アプローチに大

きく分類された。これらのアプローチでは，組織成果は，環境，経営戦略，組

織特性，資源によって影響されるものとしてとらえられている。さらに，経営

戦略自体も環境，組織特性，資源によって影響される。Farjoun（2002）によっ

て指摘されているように，組織について包括的に分析する上では，環境，経営

戦略，組織特性，資源，組織成果間の関係が注目されてきた。組織レベルでの

包括的な分析を行う上で，環境　経営戦略　組織特性　資源　組織成果の関係

に注目することが有効であろう。

しかし，わが国の高齢者介護組織の研究に限らず，海外の高齢者介護組織に

おいても環境　経営戦略　組織特性　資源　組織成果の相互関係の解明を志向

する研究はきわめて少ない。例えば，米国の高齢者介護組織に関する先行研究

では，競争戦略はほとんど分析されていない11。以下で検討する 2つの先行研

究は，これら相互関係を検討した例外的な研究である。

Davis,	Brannon,	Zinn	and	Mor（2001）は，老人ホームにおける競争戦略と

組織構造と組織成果の間の関係を解明することを目的としている。彼らの研究

10	Siggelkow	（2002）,	p.	125。
11	Castle	（2003）,	p.	218。
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では，競争戦略に関しては，Miles（1982）によって提示された攻撃的戦略と防

御的戦略が用いられている。組織構造に関しては，分権化と専門化の 2次元が

用いられ，有機的組織構造か機械的組織構造かが測定されている。成果に関し

ては，メディケイド（介護施設での低所得者医療扶助制度）利用者の割合が用

いられている。この割合は財務的成果に影響を及ぼすものであり，割合が高け

れば成果は低く，割合が低ければ成果は高い。

米国の 5つの州の老人ホーム308施設に関して，郵送質問票調査法により収

集された1次データと 2次データの多変量解析が試みられている。解析の結果，

仮説 1：「激しい環境下における攻撃的戦略の場合，防御的戦略の場合に比べ

て，メディケイド利用者の割合が低い」ことが支持された。一方，仮説 2：「激

しい環境下において，有機的組織構造をともなう攻撃的戦略の場合，攻撃的戦

略単独やそれ以外の戦略と組織構造の組み合わせの場合に比べて，メディケイ

ド利用者の割合が低い」は，分権化の次元に関してのみ支持され，専門化の次

元に関しては支持されなかった。

彼らの研究は，高齢者介護サービスを提供している組織における競争戦略　

組織特性　組織成果間の相互関係を解明しようとした点で評価される。しかし，

組織構造と組織プロセスから成る組織特性に関して，組織構造の分権化と専門

化の次元のみが考慮されているにすぎず，公式化の次元や組織プロセスに関し

ては全く考慮されていない。

Aaronson,	Zinn	and	Rosko（1995）は，ペンシルバニア州の老人ホーム523施

設の 2次データを用いて，環境特性と競争戦略と組織特性間の相互関係の解明

を試みた研究である。彼らの研究で用いられている競争戦略は，経営学でよく

用いられる Porter（1980）の基本戦略である。分析の結果，競争戦略ごとに異

なる組織特性と環境特性が存在することが明らかにされている。

彼らの研究は，高齢者介護サービスを提供している組織を対象に Porter	

（1980）の基本戦略を用いて戦略を測定している点で先駆的である。しかし，

組織特性の変数として用いられているものは，全ベッド数に占める85歳以上患

者のベッド数の割合やベッド回転率などであり，経営学において組織特性とし

て取りあげられてきた変数とは大きく異なっている。
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以上のように，高齢者介護組織の経営に関しては，従来，環境　経営戦略　

組織特性　資源　組織成果間の相互関係は部分的にしか解明されておらず，今

後，これら相互関係の包括的かつ実証的な分析が必要であることが明らかと

なった。

Ⅳ　理論的枠組の導出12

 「Ⅲ　組織レベルの包括的な研究についての整理・検討」で示されたように，

高齢者介護組織の経営について，組織レベルで包括的に分析するためには，環

境，経営戦略，組織特性，資源，組織成果の 5つの構成要素に注目することが

望ましい。図 2に示された理論的枠組は，これら構成要素間の相互関係を分析

するための枠組である。

12	詳細については，深山（2014）を参照

破線はフィードバック関係を示す

環境

経営戦略

組織特性

資源

組織成果

図２　理論的枠組
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Ⅴ　おわりに

本稿では，第 1に，わが国の高齢者介護組織を対象に行なわれてきた先行研

究を検討した。従来の研究では，職員の離職，ストレス，職務満足などの組織

内の個人レベルの現象に注目が向けられ，組織レベルの経営戦略などの側面に

対する注目は不足していた。そのため，従来の研究では組織レベルの包括的な

分析がなされていなかったことが明らかになった。

第 2に，組織レベルの包括的な分析がどのように研究されてきたのかについ

て，主に営利企業を対象とした研究を分類し，整理・検討することにより，明

らかにした。主に経営学を中心に行われてきた研究をまとめると，組織レベル

で包括的な分析を行うには，環境，経営戦略，組織特性，資源，組織成果の各

要素とこれらの間の相互関係に注目する必要があることが明らかになった。

以上により，本稿では，先行研究の結果に基づき，図 2に示した環境　経営

戦略　組織特性　資源　組織成果間の相互関係に注目した理論的枠組が提示さ

れた。
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